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企業における女性労働の国際比較と経営上の意味
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序論
本稿は中国と日本における女性労働の通時，共時的比較を行い．女性労働の経営学的な機能の変
化と組織内の構造の変化を問題にする。女性は日本においては補助的労働者として長く位置付けら
れてきた。中国においては男性と対等に職務を遂行してきた。この点で両者は対峠的な女性労働モ
デルと規定できる。ところが1990年代にはいり，日本の女性は補助的労働から積極的分業へと徐々
に変化しはじめた。中国においても市場経済化の進展とともに新しい変化が表れてきている。前稿
（馬， 1998）では主に中国における女性の企業における役割の変化，それのもたらす市場，組織間
関係への影響，とくに失業問題に焦点をおいて論じた。これに基づき中国女性が経済的成功の機会
と引き替えに対等な職場を失いつつあることを本稿において再度に日本との比較において男女格差
仮説の視点より問題にする。その中で男女格差産業選択傾向差仮説を提示し，中日の90年代の状況
と背景のかなりの部分がこれで説明できることを示す。
日本の変化は企業の全体システムが女性への機能を規定してきたモデルで説明できる。日本にお
いてはジョブローテーション（小池， 1994）が職場の組織構成員のゼネラリスト化を進行させ，そ
のジョブローテーションから排除される傾向をもっていた存在，女性は補助的機能の縁辺労働者と
して機能を規定された。中国の変化は社会システムが女性の機能を規定してきた。したがって，日
本における 90年代の変化は国際化，不況の深化による企業の全体システムの崩壊に連動し，中国に
おける変化は前稿のように国家の変化，市場化に連鎖したと思われる。以下上記の視点で中日比較
を行う。
1 .女性労働の国際比較
1 ）女性年齢層別労働力参加率の海外比較
労働力参加率（有業者数＋就業希望者数／一定年齢の女性労働人口）の高低はいろいろな要因に
よって決められる。その国，時代によって決められる要因が違うと思われる。労働力参加率に影響
を与える要因は，労働年齢の制限や教育普及の程度，社会保険の状況，宗教そして社会慣習，労働
市lj度・賃金制度，経済構造及びその経済発展段階，福祉・医療の状況，生活レベルなどである。
女性の労働力参加率は経済的要因によって決められるが，それ以外に非経済的要因が強い影響を
与えると指摘されている。つまり，文化背景，教育程度，婚姻状況，子供の人数と年齢，家族の収
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入水準，雇用制度，居住の場所などは女性の就業環境に影響を与える。女性労働参加率の形態は
I L O によって五つに分けられている。
第一モデル
女性の労働力参加率は高く， 20～ 24歳層と 45～ 54歳層が最も高い，二つの峰があるが， 20 ～ 24歳
層の峰は45～ 54歳層のより高くそれぞれの労働力率はが65%, 45% ぐらいである。日，米，西欧，
北欧の諸国はこれに属する。
第二モデル
女性労働力参加率は高くない， 20～ 24歳層の参加率（35% ぐらい）が最も高い。その後徐々に低
下する。このことは女性は結婚したあとですぐ労働市場から離れるわけではないことを意味してい
る。例えば：南欧，ラテンアメリカはこれに属する。
第三モデル
旧ソ連，東欧社会国家及び中国である。これらの国の女性労働力参加率は非常に高い。 20 ～ 24歳
層の女性労働力参加率は一番高く，中高年になっても，大きな変化がなく，一定の水準で続づいて
おり， 40歳代から緩やかに減少しはじめ，就業の峰がない。
第四モデル
年齢の増加とともに労働力率が上昇し， 45～ 54歳層まで峰になってから，急に低下する。例えば：
インド，インドネシア。
第五モデル
イスラム教国である。女性の労働力率はかなり低い（ 9 % ），それも年齢による差がない。
2 ）中国の状況
中国については，女性の労働力参加率に関して利用できるデータが存在しない。今回女性労働力
資源の利用状態についての中日比較は，『中国1982年人口普査資料』『中国1990年人口普査資料J
rt995年全国 1%人口抽様調査資料j の資料に基づいて，それと似ている指標一労働力率（労働力
人口÷15歳以上人口× 100）を採用し考察する（図 1 参照）。
中国の女性年齢層別労働力率は年齢による片寄りがなく，社会主義国に多い逆U字型になってお
り，多くの国における男性の就業構造とかなりに似ていると考えられる
しかし，深く分析すれば，男性との差異は中国においても依然として存在していたが，ここでは
触れない。この逆U字構造は市場経済の浸透にともない，女性労働者の権益が侵されることによっ
て，徐々に変化しつつある。
図 1 において通時的に男女を比較すると， 1982年， 90年， 95年における 15～ 19歳までの女性の年
齢層別労働力率は，男性のそれらよりも高い。このことは， 15～ 19歳までの男女の進学率の差によっ
て説明できる。この層の女子の労働力率の年々低下は，各種学校への進学率の上昇によるものと
考えられる。
しかしながら， 25～ 39歳までの90年と 95年の女子労働力率は， 90% を越える水準であり， 82年の
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図 1 .女子年齢階層別労働力率
ー一ー 1982年
一一一 1990年
一一一 1995年
（単位：%）
ι19 20 ~ 24 25 ~ 29 3ト34 3ト39 4ト44 45~ 49 50~ 54 55～59 印～臼歳
（出所）『中国1982年人口普査資料』 272-276頁， 468貰。
『中国1990年人口普査資料j 第 2 冊， 2 ～ 3 頁， 476頁， 478頁。
『1995年全国 1%人口抽様調査資料』 11 ～ 13頁， 124～ 130頁， 232～ 237頁。
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それよりも若干ではあるが高くなっている。そして， 40～ 64歳までの女子労働力率は，まず40歳
代に低下し始め，以後急速に低下する。 60～ 64歳の90年と 95年の女子労働力率は，ともに30%未満
で，男子のそれらよりはるかに低い。これは中国における現場男女従業員の違う退職年齢制度によっ
て説明できる。現場従業員の場合，男子60歳，女子は50歳となっている。女性労働者のなかで現場
従業員は多くの割合を占め，いったん定年を迎え 労働市場の未発達でその後再就職の可能性が少
ないので，その年齢層の労働力率が急に低下につながっていると考えられる。しかしながら， 55～
59歳までの90年の女子労働力率は45.1 %であり， 55歳を越えても男性ほどではないが多くの女性が
労働に従事している。さらに， 82年， 90年， 95年にかけての女子労働力率の変化から明らかなこと
は， 40歳以上の女子労働力率は82年から 95年にかけて大きく上昇したことである。このことは，中
国の「幹部j の定年制度によって説明できる。国家機関，企業における一定の学歴をもっ頭脳労働
者からなる「一般幹部J の場合には，男性60歳，女性55歳となっている。そして，より高度な知識・
技術を備えた「高級専門技術人員j と司・局級以上の「高級幹部j の場合には，男女共60歳である。
したがって都市部では， 50歳を超えても労働に従事している女性労働者その大部分はエリートとい
えないかと思われる。
15歳から 64歳までの女子労働力率は， 1982年に76.1%であったが， 90年， 95年にはそれぞれ79.1
%, 79.6%へと 3 ポイント以上上昇した。このことは 上述の若年女子を除く女子全般の労働力率
の上昇が，進学率上昇による若年女子の労働力率の低下を大きく上回っているためである。
一方， 40代歳前後の女性は失業率が徐々に上昇すると伴い 逆U型の就業カーブに大きく影響を
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与えると予想されるが，現段階の就業状況下で，結婚，出産を理由に退職する条件が成立できない
ので，中国における女性の就業カーブは短時間内で日本のようなM字型のカーブになるわけはない
と考えられる。
3 ）日本一M字型労働
日本の女性の年齢別労働率（図 2 ーし 2 - 2 参照）は， 20～ 24歳層がもっとも高く， 25 ～ 29歳
層で大幅に低下し，その後35歳以上再び上昇し， 50歳ないし55歳からまた低下するといういわゆる
M字型をなすが， 75年以前， 25～ 29歳層の落ち込みが深くなり， 35歳以上での山がより高く傾向が
つづいた。これに対して75年以降， M字型が上方に動き（つまり労働率の上昇）， しかも 25 ～ 29歳
層の谷が浅くなるとともに，谷の底が30～ 34歳層に移ったのである。結婚，出産，育児にともない，
図 2 一 1 1975年以降上昇傾向にある女性労働力率
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（注）労働力率は，（労働力人口÷15歳以上人口）× 100による。
資料： 『国民生活白書』 1997年度版
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図 2-2 M字型にならない女性の潜在有業率
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（注）潜在有業率は，有業者数に就業希望者数を足したものを，女性の年齢別人口で除
し， 100をかけた値である。
資料：図 2 1 に同じ。
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雇用労働から離れる女性がすくなららずいることを示唆するとともに， 35歳以上の層での労働力率
上昇はパートタイマー増加によるところが大きい。
このM字型の就業カーブは，日本の既婚女性にとって就業と出産・育児が両立しがたい関係にあ
ることを示している。
一方，国際化，情報化にともない，女性の意識も変わりつつある。富山新聞（平成10年 9 月 17日）
の調査によると，理想の生き方として「出産時に仕事を離れ育児に集中し，終了後に復帰」という
歌手の「安室奈美恵」型を選んだ人は回答者の35%でトップ。「結婚・出産を通し仕事を持ち続け
る」という「松田聖子」型の22% を上回った。元歌手「山口百恵」型の「結婚退職し出産育児に専
念し，仕事へは戻らないJ を選んだ人はわずか 7%だった。
また，労働省調査より妊娠や出産を理由に退職した人は97年19.0% と 94年31.6% (71年46.9%)
に比べ大幅に減少し，「再就職難や夫の雇用不安のほか， 95年度から請求すれば必ず育児休業が取
れるようになったため女性の就労意識が高まったj と分析している。
さらに， 97年度から県と文部省が補助金交付を始めるため，私立の幼稚園を中心に夕方過ぎまで
子供を預かる「延長保育j が増えている。文部省の97年の調査によると，延長保育をしている幼稚
園は約4,200カ所，五年前に比べ1,300余り増えた。
このように女性意識の変化や保育施設，育児休業制度等の条件が整備されれば， M字型の就業カー
ブから逆U字型の就業カーブへシフトすることが予想される。
M字型の就業構造が形成される要因は①連続的な経営環境の変化に伴いリストラが実施され，技
術革新・合理化・省力化によって組織再編成が求められ，不採算事業部門の縮小等で，育児中の女
性はほかの人に代替される。②社会慣習，伝統的観念によって女性はいったん結婚，出産すると，
専業主婦になることを期待され，また，一部の女性は家事労働は一つの社会労働であり，それで社
会に大きく貢献できると思われている。③世帯主である男性だけの収入で家族を扶養できる。④女
性保護や幼児保育など福祉厚生施設はまだ不完備か或いは費用が高すぎる，である。
しかし，中国では結婚や出産などの要因が女性の労働，就業に影響を与えないのではないかと思
われる。女性が生涯において心配なく安定的に社会労働へ参加できるのは，中国政府が就業上での
男女平等における法律や法規を制定し，また女性就業に行政上でも長期的支援策を行なうためであ
る。例えば，同一労働同一賃金であり，女性労働者の出産休暇中は従前どおりの賃金を支給する，
企業は育児中の女性労働者を解雇してはいけないなどである。さらに，都市部では長期にわたって
中国政府が行ってきた「低賃金・高就業」政策によって，一般家庭では共働きでないと家計が成立
しえない。男性一人の収入では家計が維持できないのである。そうした労働経済的要因によって，
中国の女性の労働力率が高い水準を維持できてきたものと考えられる。
2. 産業別・職業別の変化についての中日比較
1 ）産業別についての比較
産業構造上（表 1 ）では，中国女性労働者は第一産業に集中され（90年77.16% ），第二産業がそ
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表 1 産業別中日労働者の構成比例
年 区 分 第一産業 第二産業
男 70.14 16.71 
中 国
女 77.16 13.61 
1990年
男 6.36 37.89 
日 本
女 8.5 27.3 
男 70.32 18.68 
中 国
女 77.97 13.84 
1982年
男 8.17 38.25 
日 本
女 12.1 28.0 
資料出所：鄭暁瑛主編『中国女性人口問題与発展』 79頁
日本総務庁「労働調査J
第三産業
13.15 
9.23 
55.23 
63.8 
11.00 
8.20 
53.23 
59.7 
れに次ぎ（13.61% ）第三産業の女性構成比は最も低い。逆に第三産業の女性労働者の構成比は日
本では最も高い（90年63.8%, 97年69.5% ），次は第二産業（27.3%, 23.9% ），第一産業の女性構成
比は最も低い（8.5%, 6.0% ）。
2 ）職業別
中国については女性労働者の職業構造は以下の特徴をもっている（表 2 参照）。
表 2 中日における就業者総数に占める女性比率及び職業別就業者構成比
女性比率 職業別構成比
1982年 1990年 1982年 1990年
中 日 中 日
国 本 国 本
専門的・技術的職業従事者 38.3 47.5 45.1 42.6 
国家機関及び企業管理者 10.4 5.5 11.6 7.7 
事 務 者 24.5 51.8 25.9 58.0 
販 3τ去E~ 従 事 者 45.9 31.5 46.8 33.8 
農林漁業作業者 46.8 24.4 47.9 28.2 
運輸・通信従事者 5.9 4.2 
ト一一一 ト一一一一一寸
技能工・製造建設作業者 35.4 25.0 35.7 28.2 
ト一一一一一 ト一一一ー寸
労 務 作 業 者 42.3 41.6 
サービス職業従事者 47.9 50.5 51.7 51.3 
そ の他従業 員 0 41.7 。
資料出所：鄭暁瑛主編『中国女性人口問題与発展J 67頁
総務庁統計局「労働力調査j
中 国 日 本 中 国 日
男 女 男 女 男 女 男
5.6 4.4 7.7 13.2 5.3 5.3 11.3 
2.5 0.4 7.6 0.8 2.6 0.5 7.2 
1.8 0.7 16.4 33.2 2.3 1.0 15.2 
1. 7 1.9 13.7 11.9 2.9 3.1 15.0 
67.9 77.1 1.2 0.7 66.8 75.3 0.9 
7.7 0.9 6.9 
18.5 13.0 35.6 22.4 17.2 12.0 32.2 
4.0 5.6 4.8 
2.0 2.4 5.8 11.2 2.1 2.7 6.2 
0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 
本
女
13.8 
1.0 
34.4 
12.5 
0.6 
0.5 
20.6 
5.6 
10.7 
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① 中国女性は基本的に優位な職業がない。
職業に対する男女の比率を職業上の性差別として，この職業の女性比率が40%以下を「男性職業J.
40% ～60% を中性職業（男女差がない），さらに40% ～50% を「男性に偏る中性職業J, 50% ~ 60% 
を「女性に偏る中性職業J. 60%以上を「女性職業」とすると，中国は「女性職業j はまだ存在し
ない。「男性職業」は三つあり，それは国家機関幹部・企業管理者（女性11.6% ），事務者（女性25.9
%），生産・運輸現場従業員（女性35.7% ）である。「女性に偏る中性職業J にはサービス職業だけ
で，女性の比率は82年の47.9% から 90年の51.7% までに上昇した。
② 多くの女性は農業と工業の現場従業員として働いている。
③ 女性の職業構造の中「非性差別化j，「性差別化」が併存される。
非性差別化についてみると，中国における男女の職業の構成は図 3 に示すようにほとんど変わら
ない。例えば：専門的技術的職業では男性5.3%，女性5.3%，販売の職業で男性2.9%，女性3.1% で
ある。しかし，性差別化の事例として，国家機関幹部・企業管理者の構成比でみると，男性より女
性が低い水準にとどまっていると考えられる。
④ 科学研究者という高い専門性をもっ存在については女性の比率は30% に過ぎない。
96年大学教員における女性の数は34.2% しかない。ただし，これは日本における現状よりは遥か
に高い。
一方，日本の女性は，中国の女性と比べると以下の特徴をもっている。（表 2 参照）。
① 日本は中国の基準からみた「女性職業」が90年にはなかったが， 96年の雇用者総数からみる
と，事務従事者の59.4%が女性であった。これはほぼ「女性職業J (60%以上）と規定できる。次に，
専門的技術的職業（90年女性42.6% ）は「男性に偏る中性職業J に属し，その男性に偏る性格（83
年女性48.4% ）が強まる傾向にある。「男性職業」が国家機関・企業管理者（女性： 90年7.7%. 96 
年8.9% ），販売従事者（女性： 90年33.8%, 96年34.7% ），農林業作業者（女性： 90年28.2%. 96年
31. 7% ），運輸・通信従業者（女性： 90年4.2%, 96年5.4% ），技能工，製造・建設作業者（女性：
90年28.2%, 96年26.3% ）である。
② 日本において，女性は主に事務，サーピス職業及び製造建設業に従事する。男性の職業構造
とは異なる。「性差別化j の傾向が中国より強く，例えば－国家機関・企業管理者の男女構成比率
(90年：男性13.8%，女性1.0% 。 96年：男性15.1%，女性1.0% ）からみると，男性のほうが遥かに
比率が高く，その男女格差は拡大する傾向がみられる。
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③ 総務庁「平成 7 年国勢調査」からみると，専門的・技術的職業従事者の女性の割合が相当高
い（41.6% ）が，主に保健医療，社会福祉などの専門性職業（看護婦96.2%，保健婦100%，保母99
%）及び幼稚園（ 93.1% ），小学校（62% ）教員に集中され，その内特に高い専門性を要求される職
業（医師13.7%，歯科医師16.5% ）及び大学教員（ 20.2% ）が非常に少ない。さらに，自然科学系，
人文・社会科学系研究者 (14% ），技術者（6.2% ）が男性の職業に分類されると考えられる。
中日比較を行えば，特定職業においても固によって男女の地位に大きな差がみられる。また， 日
本においては，特に女性の雇用に大きな差別と特定職業への集中がみられる。こうした差異は，国
がどのような雇用方針を採用するのか，職業がどのように定義され，関連の活動及び仕事がどのよ
うに組織されるのかによって生じる。
このような中日の相違はいつ，どのような過程で形成されたのであろうか。
3. 女性労働の中日通時比較
中国における男女差別のない職場環境はどのような背景でもたらされたのであろうか。男女平等
を実現した共産政権の政治的動機と政策について考察してみよう。
1 ) 49年以前の中国労働者の現状
共産政権成立以前の中国は，物価が低廉で、生活費が安い結果，労働者の賃金も日本に比較して驚
くほど低廉で、あった。この点が外国列強が中国工業界へ進出する要因となった。大阪時事 (1921年
10月 19日）によると当時の中国の労働者の賃金は表 3 の通りである（単位日本貨幣：銭）
表 3 中国における工場労働者の一日平均賃金
単位：日本貨幣銭
絹糸 紡績 綿績 織物 抄紙 製粉 印刷 石炭 硝子 製健 倉庫仲仕
工場種類
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女
普通職工 35 25 40 30 35 20 60 35 20 40 50 25 40 15 40 25 50 35 
見 習 20 15 20 15 25 15 20 20 15 30 20 15 30 10 20 25 
資料出所・『大阪時事j (1921) 
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記事における中国人の食料費概算は以下の通りである。
北地方
下等食
玉萄黍粉一日二斤 六銭
副食物（野菜，肉，塩油燃料） 六銭
間食（当時は朝夕二食なるも午後二時ごろ間食の習慣あり） 三銭
計・ 十五銭
上等食
小麦粉一日二斤
副食物
間食
計：
長江一帯地方
普通食
米食（下等南京米）一日一升（日本六合五勺）
副食物
間食
計：
銭銭銭銭二八五五十二
七銭
八銭
五銭
二O銭
上記資料に下記のように付記されている。
中国の労働者の生活費は極低廉で、ある。一日の所得は必要な食費を支弁して残余が少ない。日本
でみるような労働争議なども起こらないで平穏に労働を続けている。中国労働者の生活費がそんな
に低廉な理由は彼らの基礎的な生活程度が低いことおよび一般物価の安価のこと等がその主要な原
因であるが，それ以外にかれらが市場経済に慣れていない。それは労働者の合宿自炊や古来からの
公設市場での生産者と消費者との直接売買，小売り仲買いを省く長い間の人為的物価調節もその一
因である。
この現状は第二次世界大戦まで続いた。
2 ）関東庁管内による調査からの中日女性労働者についての比較
関東庁管内は昭和 2 年（ 1927年）第一回の労働調査を行い，四年後，昭和6年 (1931 ）その二回調
査を実施した。その結果を通じて，民族差別・男女差別による中国支配の状況を分析してみよう。
これらの調査は特に日中において女性労働者が，労働条件，賃金面で二極分化状態に置かれていた
ことを明らかにしている。
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①事業別の工場数と労働者数
事業主別分類では，日本内地人工場において，総数316工場中20以上の事業は，窯業，金属工業，
木材・竹材に関する製造業，飲食料品晴好品製造業，化学工業，製版印刷製本業，機械器具製造業
であり，中国人工場においては総数161工場中20以上の事業は，化学工業，繊維工業，害業，飲食
料品晴好品製造業である（表 4 参照）。
労働者数をみると金属工業が最も多く，ついては繊維工業，窯業，機械器具製造業，化学工業で
ある。日本内地人労働者は総数3,856人中機械器具製造業1,900人で最も多く，次で金属工業758人，
ガス電気及び天然力利用に関する業305人，そして窯業，製版印制製本業等である。中国人労働者
は総数39,666人中金属工業8,267人が最も多く，次いで繊維工業7,301人，窯業6,498人，それから化
学工業，機械器具製造業等である。
また，日本内地人工場と中国人工場と比較すれば，日本内地人工場は中工場の比率が多く，中国
人工場は小工場の比率が多い（表 5 参照）。
表 4 事業大別工場数
事 業 別 総 数 日本内地人 朝鮮人工場 支那人工場 外国人工場工 場
総 数 486 316 6 161 3 
窯 業 74 53 21 
金 属 工 業 67 48 18 1 
機械器具製造業 31 22 9 
化 寸主ι占 工 業 69 29 40 
繊 維 工 業 39 16 23 
車氏 工 業 7 4 3 
皮羽革毛、品骨類、 製角造、 業甲 1 
木、竹類ニ関スル製造業 54 40 14 
飲食料品、晴好品製造業 66 39 6 20 1 
被服、身ノ廻リ品製造業 16 8 7 1 
土 木 建 築 業 4 4 
製版、 印刷、製本業 32 28 4 
学妻、娯楽、製飾品製造業 2 1 1 
瓦斯用、電気及び天然力
利 ニ関スル業 19 19 
其 他 ノ 工 業 5 4 1 
資料出所：関東庁『昭和二年 関東庁労働統計書J （昭和四年） 4 頁
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表 5 労働者人員級別工場数
種 類 J郁P必也、 数 日本内地人 朝鮮人工場 支那人工場 外国人工場工 場
総 数 486 316 6 161 3 
小工場 130 人以下 251 135 4 109 3 
31 人乃至50 人 99 66 2 31 
51人乃至100人 67 51 16 
中工場
101人乃至300人 44 40 4 
301 人乃至500人 6 6 
12 11 1 
大工場
1,001 人以上 7 7 
資料出所：関東庁『昭和二年 関東庁労働統計書J 6 頁
② 労働時間についての比較
昭和 2 年調査により日本内地人工場においては， 10時間以内のもの195, 10時間を超えるもの119
で，労働時間10時間以内の工場が多いのに対して，中国人工場においては， 10時間以内のもの45,
10時間を超えるもの161であり，労働時間10時間を超える工場ははるかに多い。従って，平均労働
時間においては日本内地人の10時間14分に対し，中国人工場は11時間25分で，平均1時間以上の差
異がある（表 6. 7 参照）。昭和 6 年の調査をみるとその差異はもっと拡大している。
表 6 労働時間別工場数
種 別 総 数 日本内地人 朝鮮人工場 支那人工場 外国人工場工 場
総 数 486 316 6 161 3 
計………・ 247 195 5 46 
十
六時間 1 
時
七時間 6 1 5 
間
八時間 33 28 4 1 
以
九時間以内 49 33 2 14 
内
十時間以内 158 132 3 23 
計………・・ 237 119 115 2 
十
十一時間以内 78 55 23 
時 十二時間以内 125 59 1 64 
間
十三時間以内 15 3 11 
超 十四時間以内 6 2 4 
過
十四時間ヲ超ユルモノ 13 13 
不 r苅.. 三 2 2 
資料出所：関東庁『昭和二年 関東庁労働統計書j 8 頁
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表 7 平均最長最短労働時間
種 別 総 数 日本内地人 朝鮮人工場 支那人工場 外国人工場工 土暴
平 均 10~38 1o~i4 10~00 1r25 10~ゐ
最 長 17.00 14.00 12.00 17.00 12.30 
最 短 6.00 6.00 9.00 7.00 8.00 
資料出所：表 6 に同じ
③ 労働者の年齢についての比較
昭和 2 年の調査では，日本内地人労働者は21歳から50歳，中国人労働者は11歳から 40歳のものが
最も多く，中国人労働者は日本内地人労働者に比べ若年者の割合が特に多い。労働者総数44,636人
中女性労働者は3,962人，総数の8.9% にすぎない。女性労働者中日本人女性は75人， 8.9% を占める
に対して，中国女性は3,371人， 85% を占める。
次に20歳未満の未成年労働者と 21歳以上の成年労働者を対象にし，未成年労働者は男子20% に対
し女子74%，成人労働者は男子80% に対し女子26% に当たり，未成年労働者と成年労働者との比率
は男女逆転している。この状況は中国労働者にとっては極めて苛酷である。中国人における未成年
労働者は男子22%，女子78% に対し，日本内地人未成年労働者は男子 5%，女子24% に止まる（表
8 参照）。
昭和 6 年の調査でみると，中国の女性労働者は20歳以下の者が 7 割に達し，日本内地人女性の20
歳以下は1割以内であり，非常に少ない。
女性労働者はまだ少数であり，労働者全体の 8%にすぎない。国別における男女の割合では， 日
表 8 年齢別工場労働者数
労 働 者 数 百 分 上ヒ 伊リ
年 齢 内日地本人 内日地本人総数 朝鮮人 支那人 外国人 総数 朝鮮人 支那人 外国人
総 数
最念 数 44,638 3,858 1, 111 39,666 3 100 100 100 100 100 
95 4 91 。 。 。
車 11歳乃至15歳 2 801 4 128 2,669 6 。 12 7 
者 16歳乃至20歳 8,274 204 375 7,695 19 5 33 19 
21 歳乃 30 歳 18,231 961 344 16 925 1 41 25 31 44 33 
成 31歳乃至40歳 10,325 1,467 164 8,692 2 23 38 15 22 67 
年 41歳乃至50歳 4,039 992 73 2,974 9 26 7 7 
者 51歳乃至60歳 787 222 21 544 2 6 2 
61 歳以上 84 6 2 76 。 。 。 。
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男 性
長念 数 40,674 3,781 595 36,295 3 100 100 100 100 100 
33 33 。 。
車者 11歳乃至15歳 1,372 3 51 1,318 3 。 9 4 
16歳乃至20歳 6,833 187 186 6,460 17 5 31 18 
21 歳乃 30 歳 17,695 936 195 16,563 1 43 25 33 46 33 
成 31歳乃至40歳 10,046 1,441 101 8,502 2 25 38 17 23 67 
年 41歳乃至50歳 3 886 986 49 2,851 10 26 8 8 
者 51歳乃至60歳 737 222 12 503 2 6 2 1 
61 歳以上 72 6 65 。 。 。 。
女 性
総 数 3,962 75 516 3,371 100 100 100 100 
未成 10 歳迄 62 4 58 2 1 2 
11歳乃至15歳 1,429 1 77 1,351 36 1 15 39 年者 16歳乃至20歳 1,441 17 189 1,235 36 23 37 37 
21 歳乃 30 歳 536 25 149 362 14 33 29 11 
成 31歳乃至40歳 279 26 63 190 7 35 12 6 
年 41歳乃至50歳 153 6 24 123 4 8 5 4 
者 51歳乃至60歳 50 9 41 1 2 1 
61 歳以上 12 11 。 。 。
資料出所：関東庁 f昭和二年 関東庁労働統計書』 11 ～ 12頁
本内地人は男子98.9%女子1.1%，中国人は男子91.9%女子8.1%である。前回の調査と比較すれば，
両国とも男子の割合は若干増加したのに対して女子の割合は減少した。
④ 労働者の配偶関係についての比較
昭和 2 年の調査では，労働者総数中有配偶者は47%無配偶者は53% を占め，無配偶者の割合が多
い。ただし，国別及び男女別に分けてみると日本内地人中有配偶者は男性81%，女性64% ，無配偶
者は男性19%女性36%である。有配偶者の割合は圧倒的多いのに対して，中国人労働者中有配偶者
は男性45%女性22%，無配偶者は男性55%女性78% に当たり，無配偶者の割合が遥かに多い。
昭和 6 年の調査における有配偶者はその比率が前回に比べ少し減少した。しかし，女性労働者中
有配偶者の比率は増大し，中国人女性，日本内地人女性の比率はそれぞれ10%及び 3% に上昇した。
⑤ 労働者の勤務年数についての比較
昭和 2 年の調査では，日本内地人労働者中勤続一年以内の者 6%，五年以内の者14%，五年を超
える者80%，中国人労働者中一年以内の者31%，五年以内の者39%，五年を超える者30% の割合に
なっている。日本内地人は五年を超える者は多いのに対し，中国人は五年以内の者が多い（表 9 参
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表 9 従業年月数別工場労働者数
質 数 百 分 比 伊。
種 別
総数 一年以内 5 年以内 5 年超過 総数 1 年以内 5 年以内 5 年超過
j耶，昏也、 数 44,636 13,006 16,615 15,015 100 29 37 34 
日本内地人 3,856 222 557 3,077 100 6 14 80 
朝 鮮 人 1,111 352 545 214 100 32 50 18 
支 軍R 人 39,666 12,432 15,511 11,723 100 31 30 39 
外 国 人 3 2 100 67 33 
資料出所：関東庁『昭和二年 関東庁労働統計書』（昭和四年） 14頁
表10 工場労働者ノ従業年月数
総 平 1句 内地人 朝鮮人 支那人
種 7.JI 
総平均 男 女 男 女 男 女 男 女
最 長 51年.1月 51年．月1 30.~ 50.0 20 ＇.月5 30~4 13¥ 30.0 
最 短 1 1 1 1 1 1 1 
平 均 4.9 4.11 2.1 10.7 4.9 4.1 3.0 4.5 1.11 
昭和二年調査平均 5.2 5.6 1.5 14.4 5.5 4.3 2.0 4.7 1.3 
比較増減 - 5 - 7 + 8 - 3.9 - 8 2 十 1.0 - 2 十 8
資料出所：関東庁『昭和六年 関東庁労働統計書』（昭和七年） 34頁
照）。
また，昭和 6 年における勤務年数は国別及び男女別に細別すると，日本内地人男子が最も長く中
国人女性が最も短い（表10参照）。
⑤ 労働者の一日平均賃金についての比較
労働者の総平均賃金は82銭であり，日本内地人は 3 園88銭，中国人は53銭にすぎない。事業の種
類と賃金の関係をみると，機械器具製造業の 2 固12銭が最高で，繊維工業の35銭が最低になってい
る（表11参照）。また，男女別，国別と賃金（昭和 6 年）の関係をみると，日本内地人男子の賃金
は日本内地人女子の 3 倍に相当し，中国人男子の賃金は中国人女子の 2 倍ぐらいになっているが，
日本内地人女性の賃金は中国人男性の 3 倍にも達する（表12, 13参照）。日本内地人男性の賃金は
最も多く中国女性の賃金は最も少ない。
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表11 事業別一日平均賃銀
事 業 別 総平均 日本内地人 朝鮮人工場 支那人工場 外国人工場
銭 銭 銭 銭 銭
総 数 82 3.88 52 53 1.74 
窯 業 68 3.23 69 58 
金 属 工 業 90 3.71 1.06 64 
機械器具製造業 2.12 4.47 3.04 88 
化 寸会Lら」 工 業 42 3.12 41 37 73 
繊 維 工 業 35 2.50 47 31 
紙 工 業 57 2.42 44 37 
皮革毛、 骨、 製角、 業甲羽品類造 68 3.33 57 
木、竹類ニ関スル製造業 60 2.74 92 55 
飲食料品、晴好品製造業 40 2.45 57 34 2.25 
被服、身ノ廻リ品製造業 30 1.87 82 86 
土 木 建 築 業 85 2.05 79 
製版、 印刷、 製本業 1.18 3.23 1.47 76 
学義、娯楽、製飾品製造業 1.01 3.90 68 
瓦斯、電気及び天然業力
利用ニ関スル 99 3.21 22 51 
其 他 ノ 工 業 37 2.42 32 
資料出所：関東庁『昭和二年 関東庁労働銀統計書』 15頁
表12 工場労働者ノ一日平均賃銀（金）
内 地 人 朝 鮮 人 支 方E 人
種 Bリ
男 女 男 女 男 女
最 高 9.52 円 2.08 円 4.00 円 1.43 円 6.45 円 1.20 円
最 f民 7 7 9 2 1 2 
平 均 3.28 1.07 69 28 35 18 
同（昭和二年調査） 3.93 1.27 78 36 56 25 
よ七 較 減 65 20 9 8 21 9 
昭昭和和二六年ノ年賃賃金金ヲ 100 トスルノ指数 83.5 84.3 88.5 77.8 62.5 64.0 
賃銀ノ低下割合 1割6 1割6 1割l 2割2 3割7 3割6
資料出所：関東庁『平成六年 関東庁労働統計書』 37頁
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表13 事業主別工場労働者ノ賃銀（金）（昭和 6 年）
内 地 人 朝 声平 人 支 'JJ~ 人
事業主別
男 女 男 女 男 女
総 平 土句 3.28 円 1.07 円 69 銭 28 銭 35 銭 16 銭
r白~ よ昂旦． 工 場 2.94 38 27 
i繭 鍛 工 場 3.57 1.28 69 22 49 
内 地 人 工 場 2.63 92 73 26 37 17 
朝 鮮 人 工 場 53 34 54 
日支合弁工場 2.83 31 
支 'JJ~ 人 工 場 17 21 20 9 
資料出所：関東庁『昭和六年 関東庁労働統計書J 38頁
4. 共産政権の成果
このような劣悪な労働は1949年の共産政権の成立とともに大幅に改善された。男女差については
制度上で存在しなくなった。つぎの謀題として共産政権が取り上げたのが教育改革である。
共産政権成立以前の教育レベルは労働者の読書力で測られた。当時労働者の読書力は簡単な新聞
雑誌類を読みえるかどうかを標準としてその能不能を区別した。労働者総数中能力ある者は36%,
能力ない者は64%の割合である。国別にみると，日本内地人中で能力のない者はほとんどなく，能
力ある者の比率は男子は100%，女子は93%である。これに対し，中国人の中で能力ある者は男子
32%，女子は 3% しかない現状であった。これは戦前，国家や男女の差別により厳然とした教育的
格差（表14参照）が存在したことを示していた。昭和 2 年の調査と比べても，中国人は依然として
男女共に極めて多数の文盲が存在し，男女共に不能者の割合がほとんどかわらなかったことがわか
る。これは，日本の植民地奴隷化教育体制によって中華文化は破壊され，教育レベルが低下したこ
とを意味している。
共産政権の教育投資は制度上の男女平等を社会的に支援するものであり，産業のいたるところに
女性を進出させた。文字どおり，男女差のない女性雇用を実現したのである。ところが一方，女性
の教育水準の上昇は，雇用にはあまり反映されないとの指摘もある（europe, 1998 ）。「 E U におけ
る教育統計j によると，欧州において20年前には少数派にすぎなかった高等教育を受ける女性が，
現在では男性より多くなっている。加盟国全体で高等教育を受ける資格を持つ女性の割合は，男性
100に対して110である。しかし， E U域内での女性の失業率は 7% と，男性の 5%に比べて高い。
男女差が特に大きいのはスペイン（女性20%，男性11% ），イタリア (10%, 5 %），ギリシャ（ 8 
%, 4 %）。また，男女が逆転するポルトガル（女性 2%，男性 4 % ），スウェーデン（ 3 %, 4 %), 
イギリス（ 3%, 4% ）など固においても，女性の教育水準の上昇は，その国の雇用の増加に単純
に相関しないと考えられる。このような「E U女性における現像j は，これからの課題として研究
しなければならないと思われる。
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表14 議書ノ能不能別工場労働者数
種 別 市制己F、 数 日本内地人 朝鮮人 支那人 外国人
実 数
数 44,636 3,856 1 111 39,666 3 
‘巾’会巳・ ぷ目リEベ 16,163 3,842 443 11,875 3 
古巨 28,473 14 668 27,791 
官告 15,866 3,772 344 11,747 3 
男
ム目レ~ 24,808 9 251 24,548 
青E 297 70 99 128 
女
能 3,665 5 417 3,243 
百 分 上ヒ 伊j
数 100 100 100 100 100 
総 吉E 36 100 40 30 100 
自巨 64 。 60 70 
古E 39 100 58 32 100 
男
古色 61 。 42 68 
古E 7 93 19 3 
女
能 93 7 81 97 
資料出所：関東庁『昭和二年 関東庁労働統計書J 13頁
5. 中日の教育比較
日本において，明治政府は「良妻賢母主義j 教育を推進するために1899年「高等女学校令j をだ
した。女性はなによりも第ーによい妻であり，賢明な母親である。つまり立派な家庭経営者である
こと。第二に，女性は家事技術に精通し家事を合理に行えることが重視された。このような戦前日
本の女性教育システムは戦後の教育にも少なからぬ影響を与え，現在も過去の理念が残っている。
新制大学は戦後新しく生まれたものであり，「女子」「女子短期J 大学と根本的に異なり，女性が
男性と同じ教育を受けることになる。日本の高度経済成長期まで私立高教の多くが男女別学で，共
学にしない理由は，儒教主義的なジエンター差別理念を別にすれば，これまで差別的教育を受けて
きた女性には，さしずめ特別の保護が必要であり，女性のみの大学が必要であるという考えであっ
た。女性が能力の上で男性と同じスタートラインにたてるようになるまで 特別措置が必要なので
あり，その意味で，さしあたって「女性大学J が必要なのだという議論である。
しかし，共学校を志望する女性は年々増加してきている。女子大学の在籍者の割合は1970年の31
%から 1993年には23% に低下した。現在では，女子大離れの傾向は今後変わらないと思われている。
また，特に女子短期大学の人気の低下は著しい。 1996年女性の大学入学者数が短大入学者数を上回っ
た。このことは女子がより専門的職業知識を求めていることを示している。
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一方中国においては，新中国成立以前は，教育内容を差別し，日本と同じように「良妻賢母J 教
育への期待が高かった。しかし， 49年以降前稿（馬， 1998）で分析したように，男女平等になり，
女子大学は存在しない。まったく教育に男女差は存在しない。
6. 就業環境の企業戦略による変化についての中日比較
1 ）中国の状況
中国共産党は，すべての人々が平等な生活を送る共産主義の実現を理想、とし，資本主義のような
市場経済を極端に拒否し，集権的行政指令の計画経済システムー「ソ連型社会主義j を導入した。
その結果，資源の配分という社会の重要機能は，全て「単位J の中に押し込められることとなった。
ここで「単位j というのは，中国の都市部において，国有企業や行政部門，研究機関などの職場を
可能な限り自己完結的な小社会として組織したものである。日本企業の組織はゲマインシャフト的・
共同体的な性格を強く持つといわれるが，中国の固有企業は共同体としての性格を一層強く持って
いた。中国の国有企業は単に生産のための組織であるだけでなく，従業員全体の生活を保障する単
位でもあり，従業員の住宅はすべて「単位J から支給され，大型家具も「単位j から無償で提供さ
れた。この他，「単位」の中には，商店，食堂，銀行，幼稚園，学校，宿泊施設，映画館，病院な
ど，生活に必要な最小限の施設は一応全部揃っていた。未端の固有企業は職住一体のアウタルキー
的な小社会を形成し，人々は集団に従属的に包摂され，封鎖的，平均主義的生活を余儀なくされて
いた。企業構造は「大而全，小而全」（大きい企業でも，小さい企業でもアウタルキー的多くの部
門を抱え込んでいる）で，企業内に多くの部門を抱え，製品の内製率が高かった。
「単位」という社会組織に着目すれば，中国社会は「単位J の複合体，すなわち「単位J 社会と
いえる。体制改草に着手する以前，中国の都市社会は「単位j の複合体であった。都市住民は必ず，
いずれかの「単位」に所属していた。
このような資源配分の方式で，女性労働者に安定的な就業環境が創られてきた。高いクラスの単
位（大型国有企業，行政部門）に所属する従業員は，「単位J の外に出なくても，日常生活には何
の差支えもないようになっていた。幼稚閤，学校，病院はその「単位」の内に建てられ，家属院
（従業員の住宅団地）も職場に近い所にある。「単位j は閉鎖型管理をとり，外からの人が自由に出
入できないので，小学生から親に迎えてもらわずに自分で学校に通うようになる。そして，生産，
仕事，学習，生活などの面で互いに助け合う風潮があるし，女性が安心して出産，育児と職業を両
立できてきた。また，国家のために利を図る政治教育を受けている上で，従業員の中に仕事を何よ
り大事にする思想が養われてきた。
しかし， 1997年中国共産党第15回大会，国有企業改革の方法として，①赤字中小国有企業の競売，
あるいは大型固有企業との合併，再編，②国有企業の株式化による民営化，の 2 点を明確にさせた。
経済を中心とするこれらの改革が深化し，市場経済化が進展する中で，これまで「単位j が担って
きた重要な機能が少しずつ市場によって代わられるようになってきた。
その後，企業外における女性の失業問題と企業内での劣悪化する職務の遂行の双方が問題となっ
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てきたために，女性は単位に守られる存在から単位を“守る”存在へと顕在化していった。その中
心的役割を果たしたのは国家の最高意思決定者としての女性国家議員たちである。
2 ）国際的視野での中日比較
職能分野における経験年数の最長と勤務年数の割合をとるとき，この割合が76%以上を「単一職
能型J, 51 ～ 75% を「準単一機能型J, 50%以下を「複数職能型」とする。「単一職能型J に属する
人が日本は39.2%，米国は65.6%, ドイツは57.9% となる。「複数職能型j は日本が30.4%，米国が
15.7%, ドイツが16.6% となる。日本は「単一職能型j 「準単一職能型j 「複数職能型j にほぼ 3 等
分されるのに対して，米国とドイツは「単一職能型」が主流となる。
また，日本では「他の職能の仕事の経験」は，現在の仕事を効率的に実施するためであると考え
られている。米国では，「最終学歴の教育内容j が現在の仕事を効率的に実施するためにもっとも
重視されるべきものと思われている。中国でも米国と同様に最終学歴の教育内容が重視される，つ
まり「専業対日J （専攻によって就職や転職先は決まる）である。したがって，その分野の仕事に
対する経験が豊富で優秀な上司は，男女を間わず部下の合意を得やすい。それは職能分野の勤務年
数は長いほど，専門性が強まり，いまの仕事のために有利で、ある。中国の企業では「複数職能型」
より「単一職能型J の人材が期待される。この点で中国女性は日本女性と比べより有利な立場にた
ち，補助的な仕事に拘らずに学んだ専門知識を生かせ，職場のリーダーになる。
3 ）日本の状況
日本企業の中にジョブローテーションという機能があることはよく知られている。またその概念
が日本企業とその経営を説明する際に極めて重要であることについてもよく知られている。
ジョブローテーションは人的な企業内での異動（人事異動）を指している。ホワイトカラーを中
心とした中核的社員（大卒）は新入社員として入社してから，ほほ 2 年か 3 年に一度，所属部門が
変わっていくという制度である。例えば，文科系（事務系）社員は人事部門から経理部門，そうし
て購買部門といった形で， 2' 3 年に一度部門を移動（異動）していく。理科系（技術系）社員は
開発部門から生産技術部門へ，そうして工場へ，といった形で，これも 2' 3 年に一度移動してい
く。このシステムにおいては，この 2' 3 年に一度の人事異動で各社員の専門性は薄まり，ゼネ
ラリストとしてどのような仕事でも対応できるようになっていく。このようなシステムは中国や欧
米には少なし日本特有のシステムと思われる。ある調査の結果にもこの点を説明できる。
日本での人事管理（ジョブロテーション）における異動は男性社員を中心に行われ，女性へは多
くの場合対象にならなかった。その一つの理由はこのシステムでは専門能力の高い女性もその能力
によって，昇進する機会を奪われてしまう。専門的に優秀な女性の部下になることは男女の性差別
がある状況でも部下の男性の合意をえやすいが，ゼネラリストの女性が職場のリーダーになること
は合意が得難い。なぜならば，彼女より専門的に優秀な男性は彼女の指示に従わないと思われる。
この点で日本の場合は総合職としての女性が採用されがたい。それに対して中国では一つの専門を
継続して追求するので女性がリーダーになっても専門性のゆえに職場の合意が易い，この傾向は欧
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米でも同様と思われる。このために日本ではジョブローテーションにのる大卒男性社員が管理職に
なり，女性は大卒でも補助的な仕事に甘んじることになっている。企業によっては補助的な仕事し
かないので大卒女子は採用しないというところもある。日本は高度成長の過程で欧米から大量の技
術導入を行った。とくにこれらの技術を支えたのは多能工という広範囲な技能を熟せる技能者と多
専門を統合できる技術者の存在であった。このような社員は欧米の専門細分化した技術をまとめあ
げ，世界でもっとも品質に対する要求が高いといわれる日本市場に対応したである。このような技
能者，技術者のリーダーはゼネラリストが要求されたのは当然と思われる。女性はこのシステムの
あくまで補助者であった。この補助者になった理由として男女の差についての当時のー般的認識は
以下である。
日本の戦時における女工優劣論（中外商業 昭和12 12 ・ 5)
男工と比較して劣る点は①体力が弱い，そのために重量物を取り扱うことができない，② 5' 6 
年の熟練を要する工事には使用し得ない，③労働時間を短くする必要がある，④欠勤が多い，⑤変
化が多い仕事は能率が悪いこと，である。
それにたいして優れている点は①仕事は綿密で、ある，②単調な作業，反覆作業において男性より
も能率がよい，③工場内が静粛で秩序が保ちやすい，④仕事が多忙になると，何時でも受け入れら
れ，暇になると自分から退職していくから雇用調整が容易である，⑤男工と比べ賃金が安く，女性
労働者が労働組合に組織されてないために雇用問題の発生が少ない，ことである。
このような認識が男女ともに広く社会的に受け入れられ補助的労働者としての女性を積極的に
位置付けたのである。また 女性差別を温存した日本型企業システム（社内の一般事務及び家庭内
の家事，育児などを女性にすべて負担させることによって，意思決定を伴う中心的な社内職務を男
性だけに集中させる体制）は効率的であるとの一般的認識が成立した（上田，兼重 1995 ）。
つぎに，日本と中国の組織を分析するにあたって，その組織の構成を「要素」とその聞の「関係」
の二つで捉えることにする。その「要素J に重点をおいた組織認識を要素指向とここでは規定する。
それに対して「関係j に重点をおいた組織認識を関係指向と規定する。要素指向型組織においては
その機能は基本的には構成「要素j である個人に帰結される。また関係指向型組織においては「関
係j である網の目のように人間関係にその機能は帰結されることになる。そうすると，中国型組織
は，米国企業を要素指向企業，日本企業を関係指向企業と規定するとその中間型と考えられる。
以下，両者の編成原理（清家1998）の差を見てみよう。
① 関係指向組織は組織制約（拘束条件，制限条件）が大きいほど機能させ易い。要素指向組織
は組織制約がないほど機能させ易い。
②要素指向に立った職務は企業トップ（上位主体）が計画，強制できても，関係指向に立った
職務は従業員（下位主体）が自主的に計画，構築することができるため，上位主体が管理しきれな
しミ。
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青木 (1989）によると，日本の企業内においては，非ヒエラルキー的な横断的，水平的なコ デイ
ネーションと流動的，伸縮的な職分の仕分けによって特徴づけられるとしている。つまり，作業単
位は現場の情報から学び，それを互いにコミニュケートすることから，作業決定は現場の知識が利
用可能なところに委譲されている。この「現場に近い柔軟なJ 作業決定を支える情報システムとし
て，情報の共有化が進み情報の分散が進行する。この作業決定は前もって決められた仕事を効率的
に達成するのではなく，前後左右の作業単位と調整しながら，現場の状況に合わせて，職務の柔軟
な変更を行うものである。
基本的にこの情報の共有化は トップダウン的に意図されたものではなく，内部組織，企業グルー
プのネットワークが環境に柔軟に対応する過程で自己組織的に形成されていったものであり，同時
に環境への対応が情報の共有，分散，職務の多能化，フレキシブル化をスパイラルに進展させてい
く。
内部組織，企業グループの作業単位は現場の情報から学び，それを時には企業を越えて互いにコ
ミニュケートする（今井・金子， 1988）。作業決定は生産においては過程全体に広がって，現場の
知識が利用可能なところに委譲させている（伊丹・加護野， 1988 ）。
青木 (1989）の双対原理は組織における情報システムとインセンテイブの制度において，いかに
集権化と分権化の原理が結合されなければならないか，について記述したものである。青木は「組
織が，有効でかつ誘因両立できであるためには，認知的側面（情報システム）における分権化／集
中化が動機的側面（人事管理）における集中化／分権化と結び付けられることが，必要かっ十分で
ある。J とする。また青木は「情報システムによって必要とされる類の技能の効率的な使用と発展
がそれに対応するインセンティブ制度によって適当に動機づけられることが必要で、ある。J とし，
日本企業においては認知的側面は分権化，動機的側面は集中化が成立している，としている。日本
企業においてはジョブローテーションが集中化の原理として使われ，これが女性を排除したのであ
る。同様に青木によれば，多能工化，多専門化，ゼネラリストの要請には分権かの原理，情報の共
有化が条件であった。中国はこのような状況が発生しなかた。中国では専門家は情報で優位にたつ
のは当然で、あり，情報の共有化は日本ほど進まなかった。その点で日本のような人事の集中といっ
た制度が成立しなかったと思われる。
7. 雇用制度における中国の特徴
改革前，中国の「単位J は，都市人口の就業問題を解決するための重要な受け皿となっていた。
人事権を持たない企業「単位」は，上部から固されてくる新規従業員を工場の生産規模とは関係な
く無条件に受け入れていた。人事を管轄する行政部門が都市住民の就業を統一的に手配する「統包
統配j 制度が行われた。
改革前の中国の企業は，ただ中央政府で作成した計画の下請け生産工場であり，自らはこれ以外
何の権限も責任も担わない，行政機構の未端組織といえる。したがって，企業「単位j にとって配
分された新規社員の多少，男女の割合にかかわらないである。「単位」システムのその経営組織と
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大きく異なる統治機能（行政命令）によって都市部の女性は男性と同じように社会に進出してきた。
このように女性が男性と同様に仕事できたのは単位に支援された面が大きい。単位においては国の
指示で仕事を各自の専門にもとづいて行なう。その仕事は市場の要請で発生するのではなく，国家
によって発生する。市場の要請する仕事は場所と時間を固定できない。専門知識も固定できない。
それにたいして国家の仕事は場所，時間，知識も回定できる。育児等で固定的生活を要求されがち
な女性にとって，市場の要請の仕事より国家からの仕事がその職能と社会地位を維持するうえで不
可欠であったのである。場所，時間の固定は育児等にかかわる移動節約し 専門の固定は学習を節
約し，計画的にする。
また，「働かざる者は食うべからずj という共産党の揚げる論理道徳のもとに，無職は見下げら
れただけでなく，国の資源，生活に必要な物の全てが「単位J を通しての配給制となっているため，
「単位j の外での生活は事実上不可能であった。それで、，都市部の女性は客観上「単位」で働かな
ければならないわけである。「単位」は全人民制と一部の人民集団所有制に分かれている。都市部
の女性は圧倒的に多いのは，全人民所有制である事業単位（行政部門）と国営企業に所属したが，
人民集団所有制「単位J で働く女性は男性より圧倒的であり，その中に，中年層女性と低学歴者が
多かった。そして，これらの集団所有制企業は中小型に集中し，「単位J としての資源配分機能が
弱く，全人民所有制企業に比べ“高福祉” （比較的意味）とはいえない。幼稚園，学校などを揃う
企業は殆どないからである。
さて，中国の労働募集制度に注意しよう。退職賃金労働者子弟の募集採用は， 1956年に開始され
た。 62年に高齢で退職賃金労働者で生活が困難な場合に，彼らの子弟をかわりに仕事に就かせるこ
と（子女頂替）ことを許可するようになった。また，労働力の募集採用計画による労働力の統一的
募集採用が行われた。以上の募集方法のため「単位J の従業員の関係で，その子弟，親戚などの人
が多く雇用されてきた。これは，血縁やその延長としての「単位縁J という「間柄j の重視だとい
ても過言ではない，また，集団内部の凝集力がつよく，多くの資源を共有するだけ，外部にたいす
る排斥及び無関心が強いと思われる。そこで，その「単位j の従業員の家族を優先された就業ルー
ルが形成され，とくに有力国営企業は当「単位J の従業員の子弟に就業吸引する機能が強く働いて
いた。それは，「単位」のクラスで，その「単位J の社会的地位と行政上の待遇を決めるだけでな
く，「単位J の従業員全員の行政的地位と生活上の待遇を決めるためである。つまり組織単位の行
政等級の如何によって，生産活動，財政支出，機構設置，幹部の割合，人事異動等の権利が左右さ
れ，各業界の職員も官級に基づいて区分され，それに応じて政治的待遇だけでなく，給与，住居，
医療保険，退職金に至るまでさまざまな仕事・生活上の待遇も規定される。このような状況で，同
じ「単位J で働く夫婦や，兄弟，親子は多くみられたと言われ，大型国営企業単位は．「家族J の
複合体となった。この子女頂替は女性にとってたいへん好ましいシステムであったと思われる。こ
のシステムはそれまでの国家が仕事を決め，次に専門が決まり，最後に人が決まるシステムを逆転
させた。極論すれば最初にひとが決まり，次に専門，仕事，国家といった意思決定が可能になった
である。女性にとって，職務の固定化は社会進出の支援システムであった。子女頂替は閏定化はよ
り強度かつ長期化したのである。
企業における女性労働の国際比較と経営上の意味 -39-
人間関係が複雑になるとともに，この「単位」システムは非効率性をもたらした。しかし，子供
の面倒をみることが家族内の自然分業に委ねられ，家事は家庭内で内部化されてきた。このために，
女性が安心して働けたと考えられる。
日本においても，総理府の「男女共同参画社会の現状と施策J (98年）の報告では，地域による
女性の働きやすさの程度が調査されている。 3世代同居率が高い都道府県では，出産・育児期に家
族の支援がえられやすく，働きやすいなどということがわかっている。家事の社会化によって女性
が家庭から解放されてきたが，祖父母等による母親に代わる乳幼児保育の手段の供給は女性の社会
進出に役立つと思われる。
しかしながら，このような「単位j システムは，組織の中心機能である生産機能を弱化し，市場
経済の発展に対応できない問題点を内包していた。したがって，改革の深化に伴い， 1986年に「子
女頂替j 市lj などが廃止された。
8. 雇用形態における中日比較
1 ）雇用形態
中国
中国社会においては，正規労働者と非正規労働者との実質的な区分は明確にされていない。本来
なら，従業員の中の「固定工J のみが，正規労働者であり，「契約工j やその他の労働者は，非正
規労働者である。一般的に，「契約工J やそのほかの労働者は，非正規労働者である。しかし，「契
約工J であっても，長期間勤務し，実質的には正規労働者と変わらない処遇を受けている場合が多
かった。 1986年10月 1 日から「労働契約法j が実施され，それ以降の新入社員は基本的にすべて契
約工と規定された。 1995年に固定工制度廃止による労働契約制度が全国的レベルで導入され，契約
工が主流になった。したがって，中国においては，日雇いなどの場合を除けば，「契約工J は実質
的には正規労働者として捉えられる。このことからみると，中国において都市部の女性労働者のほ
とんどは正規労働者として働くのではないかと思われる。
また，全国婦女連合会と国家統計局が， 1990年に，共同で実施した中国初の「中国女性の社会的
地位の調査j では，女性の労働者は，フルタイムで働く人（93.52% ）が主流であった。
日本
日本では非正規労働者としての不安定な雇用形態をとる女性が圧倒的に多く，なおかつ正規労働
者である「正社員J から「パート J 「人材派遣」などへシストしつつある（毎日新聞 98.9.5 ）。総
務庁調査，女子の雇用者約2,187万を雇用形態でみると，「人材派遣J が20万人で前回調査約11万人
からほぼ倍増，「パート J が656万人で前回調査から92万人増，「アルバイト J が169万人で同46万人
増となっている。一方，「正規の社員」は1,175万人で同20万人減っている。この調査結果からみれ
ば，日本においては，女性の労働は家計補助労働・周辺労働の性格が一層強まっていると考えられ
る。
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非正規労働者が増加した要因としては人件費の節約である。正規と非正規の人件費の差は，給与
及び給与以外の福利厚生費などの差による。また，女性は短期でつぎつぎ回転する（退職，転職）
ことによって，男性の長期雇用の制度上の矛盾を解消してきた。補完的な労働者として，経営にとっ
ては極めて効率的かつ便利な存在であったのである。
2 ）退職制度
中国における都市部労働者に対する養老保険制度は， 1951年 2 月，中央人民政府政務院公布の
「中華人民共和国労働保険条列」によってスタートした。当初その対象企業は，労働者100人以上の
国営企業，公私合営，私営及び合作社経営企業に限られていた。続く 1956年にはその適用範囲が拡
大され，全国の上記，各所有制企業の94%がその対象とされた。さらに， 1958年 2 月，国務院は
「企業労働者，職員の退職に関する暫行規定」を公布し，企業労働者（現場従業員），事業単位，党
派団体職員の退職規定の統ーが図られた。その後， 1978年 6 月，国務院は「老齢幹部処遇に関する
暫行措置」を公布し，退職制度の再編を図った。実施の対象は 全民所有制すなわち国有企業及び
県以上の集団所有制企業の労働者とされた。退職条件は，勤務年数10年以上の国家機関及び男性企
業労働者（現場従業員）は60歳，女性職員は55歳，女性労働者（女性現場従業員）は50歳を退職年
齢とし，経費については，国家財政及び企業が全額負担した。
以上の規定により実施されてきた養老年金制度であるが，政府財政の逼迫，固有企業改革の進展
にともなう経営外負担の軽減策により， 1991年国務院は「企業労働者の養老保険制度改革に関する
決定」を公布し，国家，企業，個人の三者の共同負担による養老保険制度の実施を決定した。だが，
女性の退職年齢は男性よりも 5 年から 8 年早く，企業の人件費の負担が増大してきたため，企業の
女性雇用に対する意欲を低減させる結果となっている。また，男性を中心とした組織再構築は，多
くの企業で競争力の向上という原理のもと女性を排除する方針で行われている。その結果，女性の
実際の退職年齢は規定した年齢より遥かに繰り上げられ，今， 30歳代でも希望退職の対象となって
いる。中国の女性労働者は極めて不安定な雇用状態に置かれていると思われる。
日本
日本の高度経済成長期では，男性中核労働者の終身雇用や年功序列賃金体系，世帯主の賃金水準
の高さを支えとして，①若年定年制，②結婚退職制，③妊娠，出産退職制の3本の柱で女性の人事
管理は行われた。さらに職場結婚での妻の退職誘導，結婚，出産に伴う身分・職場の変更，結婚・
出産退職金の優遇による退職勧奨など，さまざまの対策が実施された。女性労働者は，そのほとん
どが， 20代で結婚，出産＝退職のコースをたどった。現在は女性の大半は結婚，出産後も継続して
勤務することを希望し，現に不利な条件を克報し，勤務を続けている。このような女性のほとんど
は定年60歳まで勤務すると思われる。リストラの対象になっているのは主に中高年の男性であり，
正規労働者の女性は数が少ないこともあり，リストラに関しては顕著な現象にはなっていない。
非正規労働者については，契約社員，パートと呼ばれており，雇用条件も退職，職場移動も不明
確かっ不安定で、あり，退職概念自体が存在しない。ただし，派遣企業内においては退職制度は一般
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企業と同様に存在している。
中国では主に正規労働者が不安定なのに対し，日本では非正規労働者が不安定であるともいえる。
9. 賃金の中日比較
1 ）賃金格差
日本は，産業別，企業規模別賃金格差が大きいから，分権化賃金決定システムとして言及されて
きた。それに対して中国は，集権化された賃金決定システムをもっ国といえよう。
解放以後の中国の賃金制度は，解放戦争中における共産党の配給制を修正して出来上がったもの
である。 50年代以降，全国統一的な 8 等級賃金制度が成立した。企業の従業員の賃金基準は，全
国を 7 種類の地域に分け，産業を 4種類に分けることによって規定された。 78年以前の賃金制度は，
次のような幾つかの特徴を持っていた。①賃金制度が全て中央によって高度に統一された管理の下
に実施されたこと，②所属「単位j の業績の如何に関わらず，中央から割り当てられた賃金額を支
給されたこと，③賃金格差の少ない平均主義的な配分制度を取ること，④昇級が，企業の成績や個
人の業績と関係なく，中央の計画に基づいて全国一律に行われたことである。
65年に地区別賃金基準をなくし賃金基準を全国統一にすることにより，地域間の賃金格差はなく
なった。また，出来高賃金制と奨励金制度は結局「付加賃金」に改めた。この付加賃金は各労働者
に平均的に支給され，固定的な所得となった。以上の平均主義的な配分制度のもとでは，男女の賃
金差別は制度上存在しない。
80年代から労働に応じて分配する原則を貫徹し，平均主義を克服し，従業員の収入を社会の経済
利益，企業経営の良否と個人労働の貢献に密接に連結させるという方針が打ち出された。 85年に国
務院の「国営企業賃金改革問題に関する通知J によって，企業の賃金総額を企業の経済利益に連結
させることが実施され，国営企業「単位」は，従来の生産型から経営重視型へ徐々に転換した。政
策の範囲内で，企業内部の賃金，奨励金などの分配を行う制度に対して，企業の自主決定に任せ，
国家は一般的に統一規定を作らない，といった方針が明確にされた。しかしながら， 80年代の企業
内部の賃金分配に関しては，平均主義的傾向が非常に強く残った。
中国では，これまで「終身雇用J 制度をとり，日本と同じような「年功序列」で，つまり基本的
に勤続年数，学歴によって賃金の多少，昇進速度の違いを決めてきた。そして，行政職務や専業技
術肩書きは賃金水準に大きく影響を与えている。ただし，行政職務の高いポスト（部長以上）へ昇
進しようと思ったら，共産党に入らないと不利で、ある（「後進性J との評価が昇進を妨げる）。 90年
代以前，固有企業，事業「単位」その範囲内で，男女差別で賃金格差をもたらす傾向は少なかった。
ある意味で政治上の差別によってのみ賃金格差があったといえよう。
一方， 1980年代になると中国政府は輸出指向型工業化政策をとり，製造業を中心とした急激的な
工業化を進めてきた。都市部における若い女性失業者（待業青年）たち，とくに農村からの若い女
性たち（“外来打工妹”と呼ばれる）は，郷鎮企業や外資系企業の衣料工場，電子工場で熟練労働
者として，低賃金，長時間労働をして，国の工業化政策を支えてきた。とくに，広東，福建省は香
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港，台湾など華僑，華人資本が多く，労働集約的なものが多かった。男女賃金格差あるいは男女賃
金差別はそこから生じてきたと考えられる。 90年代に入って，日欧米の多国企業が進出するのにと
もない，電機，エレクトロニクス，自動車など技術，資本集約的産業，大規模投資が増大するよう
になった。外資系企業と民族企業の賃金格差が拡大し，それとともに外資系企業内の賃金制度によ
る男女の賃金格差が生じたことは，国有企業の経営者や従業員に影響ををもたらした。固有セクター
の「低賃金，高福祉」システムと非固有セクターの「高賃金，低福祉J システムが共存するといっ
た二重構造が存在しているため，「一家庭二制度」の傾向がよくみられるようになっている。それ
は，男性は高賃金をもらえる外資系など，女性は政府機関が労働環境としては望ましいという意味
である。固有企業においては企業内での給与差は極わめて小さいことに対して，外資系企業の調査
では一般従業員間でも 16.2倍，管理者間では60.33倍の差があった（富山県， 1997年）。
また， 91年， 92年に，政府労働部はそれぞれに「固有企業内部賃金分配をさらに一歩良くするこ
とに関する意見j，「職務，職能賃金制度の試みに関する労働部の通知J を発布した。これは，賃金
労働者の実際の労働貢献から労働報酬を決定する企業の基本賃金制度である。固有企業経営者の給
与制度については， 1994年に「国有企業経営者年俸制試行方法J が実施された。それと同時に労働
部は，「最低賃金保証制度の実施に関する通知j を配布した。このようにして，政府は賃金面の差
別を認め，これによって労働者と経営者の生産面での積極性を出させる施策が行われたのである。
さらに， 90年代になってリストラされた国有企業の女性失業者たちは，サービス部門の非正規労
働者として，厳しい労働条件で，非常に不安定な雇用形態の下で，働かざるをえないという現象が
頻繁にみられるようになった。
一方，少数ではあるが市場経済の順機能に適応的に行動できる女性も増えている。 97年で私有企
業における資本金五百万元以上或いは500人以上雇用する企業の内女性社長は32% を占めた（安，
1997）。女性聞の二極化といったことから，同性間賃金の格差が顕著になってきている。
この件については，日本における男女賃金仮説諸理論を分析する際に，さらに説明しよう。
2 ）賃金の構造
78年以降，固有企業における従業員に支払われる賃金総額は，時間給制賃金，出来高給制賃金，
ボーナス，手当・補助金，時間外勤務賃金，特殊状況下で支給される賃金の6項目からなっている。
85年から基準賃金・職務給に加え， 7 項目にかわった。時間給制賃金は，時間賃金標準と勤務時間
数によって支払われる労働報酬であって，これと基準賃金・職務給，出来高給制賃金によって標準
賃金を構成する。出来高給制賃金は，一定の作業量によって，支給される労働報酬であり，ボーナ
スは賃金労働者に支給される超過労働報酬と増収節約によって支給される労働報酬を意味する。手
当・補助金は，賃金労働者の特殊的或いは規定額以上の危険労働等に対する補償とその他の特殊な
原因で支給される賃金労働者に対する手当，賃金労働者の賃金水準が物価の影響を受けないように
保証するための物価補助金などを意味する。
表15は 1978年から89年までの期間における固有企業の賃金総額構成の変化を示している。 78年に
時間給制賃金の賃金総額に占める割合は85%，手当て・補助金は6.5%，ボーナスは2.3% しかない
企業における女性労働の国際比較と経営上の意味 -43-
表15 全民所有制における労働者の賃金構成
単位：%
年 Z口L 雪ロ＋』 制時賃間給金 基準務賃金職給 賃時間外勤金務 ボーナス 手当補助金 勤時務間賃外金 その他賃金
1978 100.0 85.0 0.9 2.3 6.5 2.0 3.4 
1979 100.0 75.5 2.9 7.5 8.8 2.0 3.7 
1980 100.0 69.8 3.8 9.1 14.1 1.6 2.2 
1981 100.0 67.2 6.6 10.2 14.0 1.6 1.5 
1982 100.0 64.4 8.2 10.9 14.1 1.5 1.5 
1983 100.0 63.5 10.3 11.1 14.1 1.3 1.5 
1984 100.0 58.5 11.6 14.4 14.5 1.5 1.6 
1985 100.0 45.6 11.6 11.6 12.4 18.5 1.6 0.8 
1986 100.0 36.8 19.5 10.6 12.8 18.8 1.8 1.6 
1987 100.0 35.3 19.0 11.4 14.7 18.9 1.9 1.0 
1988 100.0 32.0 17.0 1. 7 17.2 21.4 1.9 1.1 
1989 100.0 31.1 16.3 11.5 17.6 23.1 1.7 1.0 
出所：『1988-1989 中国労働年鑑』 (1991年） 488頁
に対して， 1985年から基準賃金・職務給に加え，賃金総額に占める割合は11.6%，時間給制賃金は
45.6% にまで下落した。一方，ボーナス，手当・補助金はそれぞれ12.4%, 18.5% にまで上昇した。
89年に時間給制賃金の割合はさらに31.1% まで下落し，手当・補助金，ボーナス，基準賃金・職務
給はそれぞれ23.1%, 17.6%, 16.3% にまで増加し，出来高給制賃金も 11.5% にまで上昇した。
上述の賃金総額構成の変化から，賃金構造が大きく変化したと考えられる。しかし，賃金構成の
各項目の内容を分析すると平均主義の傾向がまだ強いといえよう。時間給制賃金，基準賃金・職務
給は勤務時間数によって支払われる労働報酬なので個人の能力，業績と関係ない。手当・補助金は
その労働者の労働条件，当時の物価水準によって政府から統一的に規定されるため，これも賃金格
差をもたらす要因とはならない。また，生産意欲を刺激する目的であるはずのボーナスまでも，企
業内部賃金分配において職務，勤務年数によって平均的に分配される傾向が強いと考えられる。し
たがって，実際の労働貢献を反映している出来高給制賃金の割合は上昇したが，賃金総額に占める
割合は11.5% にしかならなかった。
日本
日本においては賃金決定は個別企業及び産業別労働組合と経営者側の協議によって一年に一回決
定され，基本給と年齢給等で年功序列的に階層化され，女性は一般にその最下層に位置してきた。
労働組合は家庭の中核労働者である男性の給料額を最優先に問題とし，女性の問題は常に先送りま
たは取引の対象としか扱われなかった。また，男子に対してだけ家族扶養の費用が年齢別賃金にお
いて勘案され，加算されてくる世帯主賃金システムが存在し，世帯主年齢の上昇に伴う世帯賃金の
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表16 男女の賃金格差（ 1997年） 表17 男女賃金の推移
円産業計歴 ・企業規模計・学計 旧中・新者品卒標準労働 女 男 男／女18～ 19歳 91.5 18歳 92.6 1965年 22,275 46,571 47.8% 20 ~ 24 90.0 20 91.3 1970 45,801 89,934 50.9 25 ~ 29 84.5 25 88.0 1975 114,067 204,295 55.8 30 ~ 34 96.3 30 82.6 1980 116,397 309,218 53.8 35 ~ 39 67.2 35 77.8 1985 195,728 377,602 51.8 40 ~ 44 60.5 40 75.5 1990 223,089 449,709 49.6 45~ 49 55.2 45 73.8 1995 252,837 496,049 51.0 50 ~ 54 53.0 50 73.1 1996 256,936 49,972 51.3 55 ~ 59 50.8 55 75.6 1997 260,599 510,470 50.1 （出所）労働省「賃金構造基本統計調査j （出所）労働省「毎月勤労統計」所定内賃金・男子＝100とした女子賃金 事業所規模30人以上の現金給与総額表18 日本女性共働きの実態 単位：%1975 1980 1985 1990 1993 一般世帯に占める共働き世 27.9 27.9 27.9 31.0 34.2 帯の比率実収入に占める妻の収入の 6.5 7.0 8.0 8.5 9.0 比率
拡大によって，男女格差が増大してくる。女性は労働力の補助的存在として，採用から配置，教育
訓練，昇進，昇格，定年にいたるまで，男性とキャリアをまったく別にした。こうした理由で一般
に女性の賃金は男性に比べて低く押さえられ（表16, 17参照），勤続年数に合わせその差は拡大し
た。さらに，表18は社会的（家庭的）にも女性が補助的な役割を荷なうにすぎなかったが分かる。
ただし，最近の変化として女性のウェイトが増加していることは注視しなれればならない。
3 ）男女賃金仮説諸理論
「男女賃金格差j 仮説をまとめると，以下のようになる
A) 男女労働生産要素量差仮説
観察可能な労働生産要素量の男女差が男女賃金格差の主因と考える。ゆえに観察可能な労働生産
要素量，例えば年齢・勤続年数・学歴・企業規模などを調整すると，賃金格差のほとんどが説明さ
れると主張する研究例としては，篠塚 (1982 ），労働省（ 1991) などがある。
中国の賃金格差はそのほとんどは1980年代以前はこの考えで説明できた。 90年代以降の賃金格差
は次のBが増加してきている。
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B) 「男女賃金差別」仮説
男女で労働生産要素の経済評価に差があることが，男女賃金格差の主因と考える。なぜ同ーの労
働生産要素が男女で異なる価格がつけられるのかの説明では，二つに別れる
a ）潜在的訓練投資量差仮説（統計的差別に基づく）
女性の低定着率という外生情報に対応し，労働需要側が人的投資を行っても回収期聞が短いこと
を見越して，女性への訓練を控えると考える統計的差別の存在をその前提にもつ。すると女性は，
職業能力に関連する人的資本量が少なくなり，それが観察可能な労働生産要素の低い市場評価とし
て現れる。ゆえに，もし各自の職業能力に関する訓練投資量という労働生産要素差に還元される。
このような立場に立つ研究としては，八代 (1980），富田 (1988年），樋口（ 1991 ），および三谷が
ある。
これは90年代以降の郷鎮企業に多くみられる賃金格差である。
b ）男女労働市場分断仮説
性に基づ社会・文化的役割分担感を基礎に，労働市場が性に基づき分断されているため，同じ労
働生産要素にたいしても，男女で異なる価格がつけられると考える。ゆえに，同ーの人的資本量を
持ち，労働生産性差の無い男女雇用者間でも賃金差は生まれると考える。研究例としては，佐野
(1984），ホーン川島 (1985），大森（ 1990），中田 (1992）などがある。
これは中国における日本系外資企業にみられる賃金格差である。
C ）男女産業選択傾向差仮説
中国と日本についての史的分析から帰納すると産業選択の傾向の差がもたらす賃金格差という仮
説が生まれる。市場経済においては産業職業の選択は保障され，その結果として，男女の性向の差，
賃金格差をもたらすと思われる。
日本において，学歴や勤務年数を同じ条件した場合の男女賃金格差は，男子を 100をとして，女
性賃金が20～ 24歳では95, 30～ 34歳で87, 35～39歳も 87 と 5年前の84から開きが縮小する動きも明
らかになっていた（日経新聞1998.4）。女性の職場進出の活発性でこれまで格差が大きかった三十
代後年でその縮小の動きがみられるのは，実績に応じた賃金体系を導入する企業が増えているのが
要因であると指摘されている。
成果主義的賃金の導入については，全体的に男女差による賃金格差より，職種，産業，個人差に
よる格差の原因となってきた。このことは日本における賃金格差仮説を変える必要があることを意
味している。男女労働市場分断仮説から男女労働生産要素量差仮説で、の変化の説明への転換である。
男女産業選択傾向差仮説でも説明できる現象が多くなってきていると思われる。
10. 女性の管理職についての中日比較
中国
『中国1990年人口センサス』によると，女性は党機関と政府機関及び企業体・事業体の責任者の
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17.08% を占め，その内， 46.12%が共産青年団，工会（労働組合）及び婦女連合会の責任者である。
年齢別の女性比率は以下の通りである。
年齢（歳） 15~ 19 20~ 29 30~ 39 40 ~ 49 50 ~ 54 55 ~ 59 60 ~ 
比率（%） 0.26% 9.86% 31.11 % 37.36% 13.58% 5.23% 2.62% 
女性責任者は相対的に30～55歳に集中したが，省部レベル（大臣レベル）の女性幹部の55%が50
～ 60歳である（李， 1993）。また，国務院の正，副部長と各省の正，副省長における女性の割合は
6% または 7%に上下し，主に党務（共産党の組織・建設に関する事務），青年団，工会及び婦女
連合会などの仕事（71% ）を行うが，経済や法律に関する主要な意思決定層には女性が少ない (16
%）と指摘される（李， 1993 ）。
女性の管理職はほとんど低ポストに属していると，北京市1990年の調査は分析している。課長ク
ラス43.3% を女性が占めるに対して，局長クラスは僅か12%であり，トップの意思決定への参加や
影響力が小さいといえる。ただし，日本と比較してみれば，中国女性の管理者比率は高い。それは，
一つの要因として，中国政府が女性に対する支援政策を行うことに関係がある，と結論づけられる。
例えば，各地に婦女管理幹部学院を設立することなどがその支援政策である。その他の要因として
下記の，中国における特殊な管理職体制が考えられる。
女性の管理職の比率を高めるための手段として，管理職の重複が一般的に行われることがある。
たいていの固有企業は相変わらず古い直系的な職能モデルであり，そこでは部門や管理階層が不合
理に配置されているが，重複も多い。この重複が比率を高める工夫であることがある。しかし，そ
の結果として，異なった部門や異なった管理階層間の分業や責任分担は嵯味になり，部門間での協
力等で重大なトラブルが発生する可能性がある。
98年に，中国第 9 回人民代表大会において，国家機関を40から 29まで削減することが決定された。
構成員の50%削減である。これらは国家における男性を中心とした組織再構築につながると考えら
れ，この過程で，職務の重複の排除，イコール女性への管理職からの排除が行われる可能性が強い。
日本
日本においては女性が管理職に就くことは非常に難しいと一般に認識されている。しかし，表19-
1' 2 によれば，女性管理職への進出は着実に進んで、ると思われる。その内容は，情報化や権限委
譲によって，管理職はますます忙しくなり，仕事も高度化している。その割には収入的には報われ
ず，さらに年俸制導入によって仕事の成果と賃金の結びつきが強まる。このような管理職能に対す
る要請の高度化は，優れた女性には管理職への仕事意欲を増加させる。しかし，一般的な女性は管
理職を敬遠しがちであり，女性の二極化が進む可能性がある。
表19- 1 女性管理職を有する企業の割合 図表19- 2 管理職に占める女性の比率
92 95 92 95 
部長 7.2% 14.3% 部長 1.2% 1.5% 
課長 19.1% 30.6% 課長 2.3% 2.0% 
係長 38.2% 72.1 % 係長 6.4% 7.3% 
企業における女性労働の国際比較と経営上の意味 47-
日本労働研究機構（98年）の発表で82.8%の女性が管理・監督職のポストにっけなくても構わな
いと回答している。理由としては，「管理職の仕事に魅力がないから」が最もおおく 23.9% をしめ
ており，次いで「管理職になっても収入が増えてないj がある。
11. 結語
本稿においては，中国と日本における女性労働の通時，共時的比較を行なった。女性は日本にお
いては補助的労働者として位置付られ 一方中国においては男性と対等に職務を遂行してきた。こ
の点で両者は対峠的な女性労働モデルであり， 1990年代の両者の変化を分析した。日本女性の補助
的労働から積極的分業への変化，中国女性の企業における役割の変化，中国女性が経済的成功の機
会と引き替えに対等な職場を失いつつある現状を分析した。先行研究である各種男女格差仮説の視
点に加え，男女格差産業選択傾向差仮説を構築した。中日の90年代の現象のかなりの部分がこれで
説明できると考えている。
中国の単位制度における女性の雇用と機能の変化，特に利益の享受者からシステムの擁護者への
変化に関しては，先行研究になかった新しい視点を提供したと考える。日本のジョブローテーショ
ン（小池， 1994）はかつて女性の視点で取り上げられたことが少なかった。本稿はジョブローテー
ションから排除される傾向をもっていた存在 補助的機能の縁辺労働者としての女性の機能を明確
にした。ついで，前述の視点をもとに90年代の中日の変化を考察した。国際化，不況の深化によっ
て中国の単位のシステム及び日本のジョブローテーションは崩壊しつつあるとも考えられる。
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